
（別記） 

令和４年度石狩市農業再生協議会（浜益）水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

石狩市浜益区の農業は、稲作を主体とし、施設園芸、果樹、肉用牛を取り入れた複合

経営を柱に、地域の実態に即した適地適作を進め、生産の安定を図っている。 

しかしながら、経営面積は狭少であり、就農者の減少や後継者不足、農業経営者の高

齢化が今後さらに深刻化することが懸念されている。 

水田面積については、農地の約７４．０％を占め、稲作は、基幹作目としての重要な

地位を占めている。転作については、飼料作物（牧草等）が多くを占めているが、他の

作物については生産性が低く、水稲に代わる作物の作付けが当地域農業の中に定着して

いる段階には至っていない現状にある。 

このようなことから、特に当地域のような零細規模の稲作については、これまで以上

に「おいしくて売れる米づくり」を一層推進するとともに、当地域農業の発展や活性化

を図るうえで優れた担い手の確保や法人化の育成が重要な課題である。 

 

２ 高収益作物の導入や転作作物等の付加価値の向上等による収益力 
強化に向けた産地としての取組方針・目標 

水稲における水張面積については、主食用米の「生産の目安」を遵守しながらも飼料

用米等の取組支援を継続する。また、省力化技術の導入等により収益性の高い小麦の作

付拡大を推進する。気象環境の変化に対応した生産基盤による安定した農家所得を確保

するため、品質・単収の低下を招く圃場の継続的な土壌診断による土壌改良が必要とな

る。今後は、次代を担う後継者の育成をはじめ経営規模拡大とそれを後押しする省力化

技術導入等サポート体制を強化し、取組の誘導により生産維持と収益性の高い農業をめ

ざす。 

 高収益作物については、野菜等の作付面積が 2.5haしかないが、現状を維持しながら

消費者ニーズに対応すべく地域に適応した栽培技術、省力・低コスト生産技術の導入、

有利販売の活用などの取り組みによる需要に対応できる生産体制づくりを進める。 

 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

当地区においては個々の経営面積が狭く畑地化条件に乏しいと考えている。高齢化に

より労力も厳しいことから、離農時の対応として農地を維持するためには今後数少ない

担い手の集積などにより水田を維持し、良質の米作りを推進する。 

水田有効利用については、主食用米、飼料用米、WCS用稲、麦を中心としたブロックロ

ーテーションの確立を目指し、牧草作付地等今後において水稲作付に活用される見込み

について、現地検証を踏まえ作付農家の意向を把握し、地域の実情に沿った取組を検討

する。 

 

４ 作物ごとの取組方針等  

（１）主食用米 

   高品質米１００％で売れる米づくりを目指す。 

 

（２）備蓄米 

   作付け予定無し。 



 

（３）非主食用米 

 

  ア 飼料用米 

    多収品種の導入により、低コスト化の取組を推進する。 

 

  イ 米粉用米 

    作付け予定無し。 

 

  ウ 新市場開拓用米 

    作付け予定無し。 

 

  エ WCS用稲 

    水稲作付面積が減少傾向にある中水張面積を維持し、需要者への安定的な供給 

   に応えるべく、新規に取組を行う。 

 

  オ 加工用米 

    作付け予定無し。 

 

（４）麦、大豆、飼料作物 

 分散化した農地の連坦化が円滑に進むよう農地集積を促進し、生産性向上のため団

地化を推進する。 

麦：高品質生産を目指し、地域の実態に応じた品種作付、マルチローターを利用した

    早期防除の実践、品質確保に向けた生産技術等の普及推進を図る。 

飼料作物：有畜農家と提携し飼料作物の確保を目指す。 

    大豆：作付け予定無し。 

 

（５）そば、なたね 

   作付け予定無し。 

 

（６）地力増進作物 

   作付け予定無し。 

 

（７）高収益作物 

アスパラガス・ピーマン・ささげ：現状の作付を維持しながら、適期防除の実践適 

期播種、適期収穫など基本技術の励行に取組み、有利販売の活用等による農業所得向 

上を目指す。 

メロン・ばれいしょ・かぼちゃ・いちご・花き：地域の実情や需要動向に応じた品種 

を選定し高品質生産を目指す。 

 

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ８ 産地交付金の活用方法の明細  

別紙のとおり 
 

 ※ 農業再生協議会の構成員一覧（会員名簿）を添付してください。 



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

267.09 250.8 250.8

0 0 0

21.35 35.62 37.62

0 0 0

0 0 0

0 2.92 7.14

0 0 0

3.64 11.41 11.41

0 0 0

86.88 84.39 80.17

・子実用とうもろこし 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

2.53 2.56 2.56

・野菜 2 2.03 2.03

・花き・花木 0.53 0.53 0.53

・果樹 0 0 0

・その他の高収益作物 0 0 0

0 0 0

・○○ 0 0 0

0 0 0

麦

作物等
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作付予定面積等
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備蓄米
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加工用米

その他

畑地化

大豆

飼料作物
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なたね

地力増進作物

高収益作物



６　課題解決に向けた取組及び目標

前年度（実績） 目標値

作付面積 （３年度）86.9ha （５年度）86.9ha

小麦、飼料作物 団地化加算 取組面積 （３年度）51.1ha （５年度）53ha

団地化比率 （３年度）59% （５年度）61%

小麦、飼料作物, 作付面積 （３年度）93.1ha （５年度）94.1ha

花き、野菜 農地集積加算 取組面積 （３年度）23.4ha （５年度）26ha

牧草単収 （３年度）520kg/10a （５年度）520kg/10a

作付面積 （３年度）2.5ha （５年度）2.6ha

取組面積 （３年度）2.5ha （５年度）2.6ha

ばれいしょ単収 （３年度）2000kg/10a （５年度）2700kg/10a

直売販売額 （３年度）443,280円 （５年度）500,000円

取組面積・数量 （３年度）18ha 132t （４年度）17ha  115t

作付面積・数量 （３年度）21.3ha 156t （４年度）35.6ha  235t

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

飼料用米 飼料用米複数年契約加算4

整理
番号

対象作物 使途名 目標

1

2

3 花き、野菜 地域振興作物助成



７　産地交付金の活用方法の概要

都道府県名：北海道

協議会名：石狩市農業再生協議会（浜益）

1 団地化加算 1 16,000 小麦、飼料作物
団地化要件は１団地が３ｈａ以上の面積で、２団地以上の取
組の場合は、１団地の面積は１．５ｈａ以上の取組とする。

2 農地集積加算 1 25,000
小麦、飼料作物、花き、アスパラガス、メロ
ン、ピーマン、ささげ、さやいんげん、ばれい

しょ、野菜

次の取組のうち、２つ以上取り組むこと。
①融雪剤散布による早期圃場の整備
②作物の品質向上のための追肥等の実施
③土壌分析結果に基づく施肥
④発生予察情報に基づく適期防除及び肥培管理による除
草回数減による農薬の低減化
⑤団地化（１団地が３ｈａ以上の面積で、２団地以上の取組
の場合は、１団地の面積は１．５ｈａ以上の取組とする。）
⑥直接販売(直売所：麦は除く)
⑦優良品種・新種の導入

3 地域振興作物助成 1 40,000
アスパラガス、メロン、ピーマン、ささげ、さや

いんげん、花き、ばれいしょ、野菜

次の取組のうち、２つ以上取り組むこと。
①融雪剤散布による圃場の整備
②作物の品質向上のための追肥等の実施
③土壌分析結果に基づく施肥
④発生予察情報に基づく適期防除及び肥培管理による除
草回数減による農薬の低減化
⑤直接販売(直売所)
⑥優良品種・新種の導入

4 飼料用米複数年契約加算 1 6,000 飼料用米

複数年契約（令和２年産～令和３年産から３年以上契約）
の取組に支援する。
生産性向上のための課題に対する取組として、次の取組の
うち、１つ以上取り組むこと。
・多収品種の導入
・排水対策
・育苗・移植作業の省力化
・土づくり
・肥料の低コスト化、省力化
・農薬の低コスト化、省力化
・収穫・流通体制の改善

対象作物
※３

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してくだ
さい。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。


